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３　令和７年度の公社等の取組目標

４　令和７年度の達成状況及び評価

３　宮城県土地開発公社

所 在 地 仙台市青葉区上杉一丁目２番３号

出
資
等
の
状
況

第
１
位

宮城県

50,000 千円 100.0%

代 表 者 理事長　林　毅 設　　　立 昭和57年12月1日
第
２
位 千円

電　　　話 022-222-2772 ファックス 022-265-2725
第
３
位 千円

団体分類 自立支援団体 県主務課
第
４
位 千円

企画部

企画総務課

100.0% 千円

設立目的
（定款等）

　公共用地、公用地等の取得、管理、処分等を行うことにより、地域の秩序
ある整備と県民福祉の増進に寄与することを目的とする。

そ
の
他

県出資額
・割合

50,000 千円
ホームページ http://www.miyagi-tochikou.or.jp/

第
５
位

事業名
事業費　(単位：千円)

事業内容
令和５年度 令和６年度 令和７年度

千円

出資等総額 50,000 千円

事業1 土地造成事業
1,024,099 1,009,996 297,576 工業用地、流通業務団地用地等の取得・造成・処

分
60.1% 72.8% 61.9%

事業2 公有地取得事業
679,061 374,467 180,304 公共・公用施設用地の取得

39.8% 27.0% 37.5%

事業3 附帯等事業
2,181 2,320 3,047 保有土地の賃貸

0.1% 0.2% 0.6%

全体事業費 1,705,341 1,386,783 480,927 指定管理者

その他の
事業

関連施設整備事業
0 0 工業用地の造成と合わせて整備されるべき公共施

設等の整備
0.0% 0.0% 0.0%

　公有地取得事業及び工業用地の処分を通じた
企業誘致により、地域の秩序ある整備と活性化
に努める。

　「内部統制基本方針」に基づき、事務事業に係
るリスク抽出及び評価を行い内部統制の有効性
の確保に努める。
　コンプライアンスの状況を確認するため、モニ
タリングを行う。

　工業団地の処分促進のほか公有地取得事
業及びあっせん等事業の確保による収益の
増加に努める。

①公益的使命、役割等に関すること ②組織運営の健全性に関すること ③財務の健全性に関すること

項目 達成状況 団体による自己評価 県（主務課）の所見
参考
指標

①公益的使命、役
割等に関すること

　国交省から公有地取得事業
を１件受託した。保有している
工業用地１区画を企業に売却
したほか、新たな工業団地の
整備に着手した。

　新たな工業団地の整備及び既存の造成
地の処分により、企業誘致による地域の
活性化に努めるとともに、公有地取得事業
を通じ、地域の秩序ある整備に寄与した。

　令和７年度は県からの依頼を受けた新たな工
業団地の整備に着手したほか、用地取得等の
ノウハウを活かした公有地取得事業にも取り組
んでおり、引き続き富県宮城の実現に向けた地
域整備の促進に寄与することが期待される。

②組織運営の健全
性に関すること

　内部統制によるリスク抽出
及び評価を行ったほか、コン
プライアンスに係るモニタリン
グにより組織の健全性確保に
努めた。

　内部統制では、「公社内部統制基本方針」及び
「公社コンプライアンス要綱」に基づき、公社の業
務執行について適切なリスク管理を行うとともに、
コンプライアンス向上のためチェックシートを活用
したモニタリングを実施している。また、引き続き監
事に公認会計士を選任し、監査体制の強化を図っ
ている。

　公認会計士が監事に就任し、監査を実施する
体制を維持しているほか、コンプライアンスの確
保のため、継続してマニュアルを職員へ配布
し、職員面談の場を活用して周知を図ってい
る。
　今後も、組織運営の健全化に向けた取組等
に対して、必要な助言と指導を行っていく。

A

③財務の健全性に
関すること

　公有地取得事業及び土地造成事業
合わせて約５億８千７百万円の収益を
上げ、約１億３千３百万円の黒字と
なった。県の企業誘致を推進するた
め、その基盤となる新たな工業団地の
整備に着手した。保有土地の賃貸借
において、翌年度以降の賃貸料の見
直しを行った。

　保有土地の売却が進み分譲地が残り少
なくなっているため、新しい工業団地の整
備は今後の安定した事業継続と持続的な
経営基盤の確立に寄与する。保有土地の
賃貸料見直しにより、令和８年度以降年間
３千２百万円余の収益増加が見込まれて
いる。

　令和７年度は、保有土地の処分が進んだこと
から、約１億３千３百万円の黒字となった。令和
５年度から継続して利益を確保できている状況
である。
　令和８年度以降も保有土地の賃貸料などによ
り継続的な収益が見込まれることから、財務の
健全性は引き続き確保出来るものと考えられ
る。

A

※1　上記の「団体による自己評価」・「県（主務課）の所見」及び「参考指標」は、それぞれの項目に係る経営評価指標に基づき記載しているもの。

総合評価・今後
の方向性と課題等

　 　公有地取得事業や土地造成事業等の実
施により、団体としての役割を果たせたも
のと考える。
　今後は、工業団地の処分促進やあっせ
ん等事業の確保などにより、経営基盤の
更なる強化に努める。

　組織運営及び財務について、一定の健
全性が保たれている。引き続き安定した経
営基盤とするための取組に対して、必要な
助言等を行っていく。

総合
評価

A
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５　経営状況　（単位：千円）

※2　委託金：随意契約によるものが対象。指定管理者制度に係る管理委託料は、非公募により選定された場合が対象。

（なお、非公募で指定管理者となった団体で利用料金収入がある場合は、利用料金収入を含めた額を計上している。）

※3　総収入＝売上高＋営業外収益＋特別利益【損益計算書】

６　主な経営指標

７　組織・役職員の状況

( ） ( ） ( ）
( ） ( ） ( ）

%

区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度 増減(R7-R6)

13,264,869 261,361

固定資産 1,301,996 1,294,260 1,386,523 92,263

貸
借
対
照
表

資産合計 14,574,439 14,297,768 14,651,392 353,624

流動資産 13,272,443 13,003,508

△ 7,702

負債合計 5,008,503 4,592,707 4,812,509 219,802

うち有形固定資産 176,731 169,029 161,327

固定負債 2,876,332 3,537,650 4,569,712 1,032,062

流動負債 2,132,171 1,055,057 242,797 △ 812,260

1,003,444

純資産 9,565,936 9,705,061 9,838,883 133,822

うち長期借入金 2,739,944 3,430,971 4,434,415

資本剰余金及び利益剰余金 9,515,936 9,655,061 9,788,883 133,822

資本金 50,000 50,000 50,000 0

△ 889,142

売上総利益 342,347 313,454 276,496 △ 36,958

損
益
計
算
書

売上高 1,902,633 1,530,465 604,365 △ 926,100

売上原価 1,560,286 1,217,011 327,869

販売費及び一般管理費 145,056 169,772 153,058 △ 16,714

営業利益 197,291 143,682 123,438 △ 20,244

営業外収益 6,857 8,983 10,680 1,697

営業外費用 2,107 1,627 296 △ 1,331

経常利益 202,041 151,038 133,822 △ 17,216

特別利益 0 0 0 0

特別損失 0 11,913 0 △ 11,913

法人税等 0 0 0 0

0

委託金　※2 0 23,958 0 △ 23,958

当期純利益 202,041 139,125 133,822 △ 5,303

補助金 0 0 0

615,045 △ 924,403

総収入に対する補助金等割合 0.1% 1.7% 0.4%

負担金 2,554 2,253 2,312 59

補助金等合計 2,554 26,211 2,312 △ 23,899

損失補償（債務保証）残高 0 0 0 0

評価項目 算式等 令和５年度 令和６年度 令和７年度

県
の
財
政
的
関
与 新規貸付額 0 0 663,461 663,461

年度末貸付金残高 3,776,690 3,283,356 3,946,817 663,461

総収入　※3 1,909,490 1,539,448

流動比率 流動資産÷流動負債×100 622.5% 1232.5% 5463.4% 4230.9%

増減(R7-R6)

自己資本比率 純資産合計（株主資本）÷資産合計（総資産）×100 65.6% 67.9% 67.2% -0.7%

経常利益率 経常利益÷売上高×100 10.6% 9.9% 22.1% 12.2%

借入金依存度 （長期借入金＋短期借入金）÷資産合計（総資産）×100 28.8% 24.6% 30.3% 5.7%

（人）

役職員の人数
令和６年度

（実績）
令和７年度

（実績）
令和８年度

（6月末現在）
令和７年度における
常勤役職員の状況

販売管理費比率 販売費及び一般管理費÷売上高×100 7.6% 11.1% 25.3% 14.2%

2 2 常勤役員

非常勤（うち県退職者） 7 0 7 0 7 0
常勤 　（うち県退職者） 2 2 2 2

平均年齢(歳) 64.0

職員

常勤職員　（※4） 10 8 9 平均年収
（千円）

6,962
プロパー職員

役員

常勤職員（プロパー）

県派遣職員 0 0 0 平均年齢(歳) 54.6

7 5 5
県退職者 3 3 4

その他の派遣職員 0 0 0 平均年収
（千円）

8,258
上記以外の職員（※5） 5 8 7

- 不足数 -

※4　常勤職員：プロパー職員、県派遣・県退職者、その他の派遣職員（県以外の自治体、民間企業等）を指すもの。

※5　上記以外の職員：任期付職員、契約社員、嘱託、非常勤職員、臨時職員及びパート・アルバイト等、常勤職員に該当しない職員の合計を指すもの。

※6　6月1日現在で、公共職業安定所に提出する『障害者雇用状況報告書』の数値を掲載しているもの。（法定雇用率が課せられている団体のみ記載)
　 　【除外率が適用となる団体は、除外率適用後の常用労働者数に基づき記載】

障害者雇用の状況　（※6） 法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数 - 雇用障害者数 - 実雇用率



別記様式第３号　経営評価シート補助資料

１　組織運営の健全性に関する指標

№ 項目

1

0

1

0

1

0

1

0

1

0

■

■

■

■

■

■

■

■

施設等管理規程 ■

□

2

1

0

1

0

実効的な外部監査を受けてい
るか。
〔指標〕
　✓公認会計士・税理士の関与の
有無

①公認会計士・税理士による監事（監査
役）監査の実施又は監査法人による監査の
実施。

組織内の業務監査体制を整備
しているか。
〔指標〕
　✓組織内の業務監査体制の整備
の有無

①整備している。

1

②整備していない。

2②公認会計士・税理士による定期的な指導
を受けている。

③公認会計士・税理士による関与はない。

決裁規程

給与規程

退職手当規程

業務継続計画（ＢＣＰ）

ＤＸ推進に向けた体制を整備
しているか。
〔指標〕
　✓ＤＸについて検討・推進を行
う部署の設置又は担当者の配置の
有無

①設置又は配置している。

就業規則

役員報酬規程

職務分掌規程

会計規程

契約規程

0

②設置又は配置していない。

3

内部統制 必要な業務規程を整備してい
るか。
〔指標〕
　✓右欄に掲げる業務規程等の整
備状況

①８項目以上整備

1

②８項目未満整備

2

組織体制 経営幹部へ民間等経験者を含
む多様な人材を登用している
か。
〔指標〕
　✓役員に民間企業等出身者を登
用・配置の有無

①登用している。

0

②登用していない。

人材育成の取組を行っている
か。
〔指標〕
　✓人材育成や内部登用、独
自の人材確保の取組の有無

①行っている。

1

②行っていない。

３　宮城県土地開発公社

評価内容 評価

1

経営方針 経営方針を明確にし、職員に
周知しているか。
〔指標〕
　✓経営方針の職員等への周
知の有無

①周知している。

1

②周知していない。



№ 項目 評価内容 評価

内部統制

2

1

0

■

■

■

■

■

□

■

■

■

■

□

2

1

0

■

■

■

■

■

10

参考
指標

A

　内部統制では、「公社内部統制基本方針」及び「公社
コンプライアンス要綱」に基づき、公社の業務執行につ
いて適切なリスク管理を行うとともに、コンプライアン
ス向上のためチェックシートを活用したモニタリングを
実施している。また、引き続き監事に公認会計士を選任
し、監査体制の強化を図っている。

　公認会計士が監事に就任し、監査を実施する体制を
維持しているほか、コンプライアンスの確保のため、
継続してマニュアルを職員へ配布し、職員面談の場を
活用して周知を図っている。
　今後も、組織運営の健全化に向けた取組等に対し
て、必要な助言と指導を行っていく。

合計（12点満点）

組織運営の健全性の目標 目標の達成状況【令和７年度実績】

　「内部統制基本方針」に基づき、事務事業に係るリス
ク抽出及び評価を行い内部統制の有効性の確保に努め
る。
　コンプライアンスの状況を確認するため、モニタリン
グを行う。

　内部統制によるリスク抽出及び評価を行ったほか、
コンプライアンスに係るモニタリングにより組織の健
全性確保に努めた。

団体による自己評価
（概況、今後の方向性と課題等）

県（主務課）の所見

財産目録

キャッシュフロー計算書（作成している場
合）

役員の報酬・退職金に関する規定

2

②１～２項目実施している。

③実施していない。

○コンプライアンスに関する規程を整備し
ている。

○マニュアル等を作成し、職員に配布する
等周知を図っている。

○職員に対する啓発等研修の場を設定して
いる。

○公益通報者保護法に基づく公益通報制度
を設けている。

○その他、コンプライアンス経営を充実す
るための取組を実施している。

3

適切に情報公開を行っている
か。
〔指標〕
　✓右欄に掲げる資料の団体ホー
ムページにおける公開状況

①下記のうち、６項目以上（会社法法人・
その他の法人は４項目以上）を公開してい
る。

2

②下記のうち、６項目未満（会社法法人・
その他の法人は４項目未満）を公開してい
る。

③ホームページで公開していない。

コンプライアンスに関する取
組を行っているか。
〔指標〕
　✓右欄に掲げる取組の実施状況

①３項目以上実施している。

定款(寄附行為）

役員等名簿

事業計画書

収支予算書

事業（営業）報告書

収支計算書

貸借対照表

損益計算書（正味財産増減計算書）

＜参考指標＞
合計点が

9～12点の場合：Ａ（概ね良好）

6～ 8点の場合：Ｂ（改善の余地あり）

3～ 5点の場合：Ｃ（改善措置が必要）

0～ 2点の場合：Ｄ（大いに改善措置が必要）



２　財務の健全性に関する指標

№ 項目

①３期連続黒字（増加） 3

②当期黒字（増加）
　又は
　当期赤字（減少）かつ2期黒字（増加）

2

③当期赤字（減少）かつ１期黒字（増加） 1

④３期連続赤字（減少） 0

①３期連続黒字（増加） 3

②当期黒字（増加）
　又は
　当期赤字（減少）かつ2期黒字（増加）

2

③当期赤字（減少）かつ１期黒字（増加） 1

④３期連続赤字（減少） 0

①当期≧０（累積欠損金なし） 2

②当期＜０（累積欠損金あり） 0

①当期≧３０％ 2

②当期＜３０％ 0

①当期≦正味財産（自己資本）比率、借入金な
し

1

②当期＞正味財産（自己資本）比率 0

①当期≧１００％ 1

②当期＜１００％ 0

12

参考
指標

A

　保有土地の売却が進み分譲地が残り少なくなっている
ため、新しい工業団地の整備は今後の安定した事業継続
と持続的な経営基盤の確立に寄与する。保有土地の賃貸
料見直しにより、令和８年度以降年間３千２百万円余の
収益増加が見込まれている。

　令和７年度は、保有土地の処分が進んだことか
ら、約１億３千３百万円の黒字となった。令和５年
度から継続して利益を確保できている状況である。
　令和８年度以降も保有土地の賃貸料などにより継
続的な収益が見込まれることから、財務の健全性は
引き続き確保出来るものと考えられる。

合計（12点満点）

財務の健全性の目標 目標の達成状況【令和７年度実績】

　工業団地の処分促進のほか公有地取得事業及びあっせ
ん等事業の確保による収益の増加に努める。

　公有地取得事業及び土地造成事業合わせて約５億
８千７百万円の収益を上げ、約１億３千３百万円の
黒字となった。県の企業誘致を推進するため、その
基盤となる新たな工業団地の整備に着手した。保有
土地の賃貸借において、翌年度以降の賃貸料の見直
しを行った。

団体による自己評価
（概況、今後の方向性と課題等）

県（主務課）の所見

2

安全性 財務は安定しているか。
〔指標〕正味財産(自己資本)比率の状況
　✓正味財産合計（純資産）÷資産合計×100 2

借入金に依存していないか。
〔指標〕借入金依存度の状況
　✓（短期借入金＋長期借入金）÷資産合計
　　×100

1

十分な支払能力を維持しているか。
〔指標〕流動比率の状況
　✓流動資産÷流動負債×100 1

評価内容 評価

1

採算性 経常的な活動は赤字傾向にないか。
〔指標〕
　✓正味財産増減計算書：経常増減額
　✓損益計算書：経常損益
　✓収支計算書：事業収入-(事業費＋管理費)

3

事業活動全体は赤字傾向にないか。
〔指標〕

　✓正味財産増減計算書：正味財産増減額
　✓損益計算書：純利益（損失）
　✓収支計算書：収支差額

3

累積欠損金はないか。
〔指標〕
　✓公益法人会計：正味財産合計-出資等合計
　✓企業会計　　：利益剰余金

2

＜参考指標＞
合計点が

10～12点の場合：Ａ（概ね良好）

6～ 9点の場合：Ｂ（改善の余地あり）

3～ 5点の場合：Ｃ（改善措置が必要）

0～ 2点の場合：Ｄ（大いに改善措置が必要）


